
「健康食品」の表示等の在り方に関する建議（H25.1.29 消費者委員会）と 
フォローアップ概要

消費者委員会事務局作成

（青字は第 130 回消費者委員会（平成 25 年 8 月 20 日）で示されたフォローアップ内容） 

（赤字は第 130 回消費者委員会（平成 25 年 8 月 20 日）議事の中で出された委員の意見） 

１．健康食品の表示・広告の適正化に向けた取り組みの強化

建議事項１－１

◎消費者庁は健食の表示・広告の適正化に向けた措置を講じ、健康増進法に基づく勧告・

命令の実績を積み上げること

・消費者庁は健康保持増進効果などに関する表示・広告にかかわる指針(ガイドライ

ン)に虚偽・誇大表示・広告の判断基準がわかりやすいものとなるよう改善し、定

期的に更新も実施すること

→H21-24 の公表事例を収集・分析の上、具体的要素を盛込んだ留意事項を作成、パブコメを実施して年内

に公表。絵図なども利用して分かりやすく。都道府県担当者、適格消費者団体などにヒアリングして反映。

留意事項の記載項目は必要に応じて更新。（消費者庁）

・消費者庁は一部の消費者にモニタリングを委託する等の仕組みを充実させて、消費

者の協力に基づく表示・広告の監視を実施すること

→一般消費者が情報提供しやすい環境作りに努める。電子商取引表示監視調査システム制度の調査員を一般

消費者に委嘱しているが、健食について H24 は 226 件、H25 は 7 月末で 55 件の報告あり。以降の報告

のテーマにも健食を入れる他、留意事項が法執行の現場で有効に機能するのに有益なテーマ設定をするな

どシステムのスキームをさらに充実させる。（消費者庁）

・消費者庁および厚労省は健増法、景表法、薬事法等の担当部局間と連携して執行に

努めるとともに、都道府県等においても保健所等の部局間の連携による行政指導、

法執行が促進されるよう都道府県への周知と支援を行うこと

→H25.7 付けで食品表示対策室を設置し、健増法、食衛法、景表法に基づき一元的に執行。違反被疑情報の

窓口もここへ一元化することにより効率化。厚労省や都道府県との連絡会議を活用して緊密な連携を図

り、都道府県へは景表法などの研修を行うなど支援。(消費者庁) 

→「無承認無許可医薬品の監視指導について（S62 通知）」に基づき監視指導を徹底するとともに医薬品に該

当しないものについては栄養・食品担当部局、景表法担当部局に照会するよう指導することを通知してい

るが H25 に重ねて通知予定（厚労省） 

建議事項１－２

◎消費者庁は健食の表示・広告の適正化に向け健増法・景表法における制度の在り方に関

し措置を講ずること。

・景表法第 10 条の適格消費者団体による差止請求権の利用実態を検証し類する規定



を健増法に導入する要否を検討すること 

    →利用実態の検証と必要な措置の検討を踏まえ、要否の検討を実施したいと考える。（消費者庁） 

   ・景表法第 10 条の適格消費者団体の差止請求権の行使が実績低調との指摘があるの

で原因を検証し、所要の措置を講ずること 

    →適格消費者団体に対しアンケートを行っている。分析し、必要に応じてヒアリングもおこない実態を検証。

結果は 9 月中に取りまとめる予定。それを踏まえて必要な措置を検討。(消費者庁) 

   ・景表法第 6 条の措置命令、第 4 条第 2 項の不実証広告規制に関して都道府県への

権限付与の検討を行い一定の結論を得ること 

    →権限付与に対する都道府県の賛否が一致しないため難しい。（消費者庁） 

     →都道府県が権限を持っているということだけで抑止力になるのは間違いない。一致しないと動けないとい

うのはどうかと思う。すべて消費者庁でというのも無理があり、手が足りないところは都道府県や適格消

費者団体の力も有効に借りられるようにすべき。 

 

２．健康食品の安全性に関する取組の推進 

建議事項２ 

 ◎厚労省・消費者庁は健食による健康被害情報を収集、解析し、必要な対応が取れる体制

の強化を図ること 

   ・厚労省は健食と健康被害の因果関係を特定できるよう累次の被害情報を統一的な

基準で効率的に収集する仕組みと解析する手法の研究を行うこと 

    →H24 より 3 か年、厚労科研で「いわゆる健康食品による健康被害情報の因果関係解析法と報告手法に関す

る調査研究」を実施。H24 は保健所、国セン、企業の情報を集約、解析し、評価手法を開発した。H25 は

企業、自治体に適用できるか検証。H26 は改善点、見直しをして行政施策に反映できる形にする。（厚労

省） 

   ・厚労省・消費者庁は健康被害防止のための対応の必要性が明らかになった場合は流

通規制・表示規制を含め所要の措置を講ずること 

    →健康被害情報を入手した際には食衛法第 6 条、第 7 条で製品・整文販売の禁止などの措置を講ずることが

出来るようになっている。（厚労省） 

     →厚労省の研究成果を踏まえて適切に対応していきたい（消費者庁） 

 ◎厚労省は健食の安全な利用に資するよう措置を講ずること 

   ・医師・薬剤師等が患者より健食の摂取状況を聴取し、過剰摂取・医薬品との相互作

用等について適切な注意喚起を行うよう関係機関に協力要請を行うこと 

    →H25.2 に都道府県、日本医師会等に「医薬品と健康食品の相互作用に対する注意喚起等について」という

通知を発出。病院関係では患者向け情報誌に医薬品と健康食品の相互作用につい掲載。薬剤師会でも摂取

状況の確認や相互作用に対する注意喚起を患者に対して行うなど周知徹底。通知の前から取り組んでいる

機関もある。（厚労省） 

   ・医師・薬剤師等が健食に関する問題に適切に対処できるよう健食に関する情報提供

を行うこと 



    →すでに通知やパンフレットで対応しているが H25 にはパンフレットの内容に健食成分と医薬品の相互作

用事例なども加えてイメージしやすくなるように配慮。（厚労省） 

 ◎厚労省は第三者認証制度の整備・普及促進等を通じて、錠剤・カプセル等型食品の製造

業者に対して GMP ガイドラインや原材料の安全性に関する自主点検ガイドラインの

活用を促すと共に消費者がそれらに基づいて製造された製品を的確に選択できるよう

啓発を行う。 

    →第 3 者認証制度については H20.7 の厚労省の報告書にもあり既に設置されている。しかし GMP に関する

認証機関はまだ指定されておらず、H25 年度中を目途に指定する予定。消費者に対しては H24 にリーフ

レットを作成して配布している。消費者に対する健康食品の正しい利用法、事業者に対する安全性の確保

に関するリスコミを計画しているがこれは消費者庁と相談したい。アドバイザリー・スタッフの普及につ

いても検討している。（厚労省） 

 

３．健康食品の機能性の表示に関する検討 

建議事項３ 

 ◎消費者庁は消費者が自らの判断に基づき食品の選択が行えるよう食品の機能性表示に

関し措置を構ずること 

   ・栄養機能食品制度において海外の事例等を参考にしつつ新たに追加すべき栄養成

分の有無を検討すること 

    →不足なものを補充するという観点から対象候補を検討。1 日当たりの摂取量、上限・下限などの検討を進

め、来年度(H26)には具体的な追加をする。（消費者庁） 

   ・特保制度において有効性審査基準の作成、科学的根拠に関する審査内容の開示につ

いて検討を進めること 

    →「特定保健用食品の審査基準の検討事業を（H24）」を実施。改正通知案を H25 中に消委へ提出予定。（消

費者庁） 

４．健康食品の特性等に関する消費者理解の促進 

建議事項４ 

 ◎消費者庁および厚労省は健食の特性、適切な利用方法、機能性表示の意味について消費

者に積極的な啓発を行うこと 

    →リスコミを実施していく予定。一昨年も 3 回実施した。（昨年は放射能のリスコミをしなければならず未

実施）飲み合せや相互作用についても厚労の資料にある通りで消費者の理解の促進に努める。特定の健食

の事故情報については厚労と情報を共有し、事業者へのヒアや試験も現状でおこなっている。（昨年度の

重大事故は０件）（消費者庁） 

     →「健康食品の正しい利用法」というパンフを作成しているが H25.4に医薬品成分と健食の相互作用を追加。

販売禁止措置や健康被害情報については適宜 HP に掲載。積極的の消費者への普及啓発を実施している。

（厚労省） 

 














